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ページ 用語 解説

3 第五次宮崎市総合計画 本市のまちづくりの指針であり、最上位計画。計画期間は平成30年度から令和６年度。

5 収益的支出 企業の経常的経営活動に伴う支出。給水サービスに必要な人件費、物件費、支払利息、減価償却費など。

5 資本的支出 収益的支出に属さない支出のうち現金の支出を伴うもので、建設改良費、企業債償還金など。

6 収益的収入 企業の経常的経営活動に伴う収入。料金などの給水収益のほか、受託工事収益、受取利息など。

6 資本的収入 収益的収入に属さない収入のうち現金の収入を伴うもので、企業債、出資金、国庫補助金など。

6 有収水量 料金徴収の対象となった水量及び他会計等から収入のあった水量。

6 長期前受金戻入
資産取得に要した補助金などの財源を繰延収益の長期前受金として計上したのち、対象資産の減価償却に応じて収
益化する帳簿上の処理で、現金収入は生じない。

6 労務単価 国や自治体が公共工事の予定価格を算出する際の基準賃金。

6 建設改良事業 事業運営に必要な資産の新築、更新及び改築で、その費用を「建設改良費」という。

7 企業債 地方公営企業が行う建設、改良等に要する資金に充てるために借入れる地方債。

7 損益勘定留保資金
資本的収支の補填財源の一つで、収益的収支における現金の支出を必要としない費用。具体的には減価償却費、資
産減耗費（現金支出を伴う除却費を除いたもの）などの計上により企業内部に留保される資金をいう。
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8 幹線管路 口径350ミリ以上の配水管を指す。

8 経年管 布設後、法定耐用年数の40年を超過した水道管をいう。

8 鉛給水管
鉛製の水道管のこと。鉛管は管内に錆が発生せず、可とう性、柔軟性に富み、加工・修繕が容易であるという特性
があるため、給水管用として全国的に使用されてきた。

11 救急告示施設
救急医療処置が可能な、県知事からの認定・告示を受けている病院。県立宮崎病院や宮崎市郡医師会病院等。
(市内18病院）

15 インボイス制度
令和５年10月１日から導入される、消費税の複数税率に対応した消費税の仕入税控除の方式として「適格請求書
等保存方式」のこと。

16 水道スマートメーター
水道の使用量を人によるメーター検針ではなく、自動に無線や有線で送ることで、現地に行かなくても水道使用量
データを自動に検針できるもの。

18
かんきょ

管渠 下水を収集し、排除するための施設。鉄筋コンクリート管や硬質塩化ビニル管等がある。

19 一般会計繰入金

総務省自治財政局長から通知される「地方公営企業繰出金について」に定める基準に基づく基準内繰入金と、基準
に基づかない基準外繰入金がある。公共下水道事業における基準内繰入金とは、主に雨水処理に要する費用を公費
負担として、一般会計から繰り入れるもの。基準外繰入金は、本来下水道使用料で賄うべき経費について、収支不
足分を一般会計から繰り入れるもの。

20 ストックマネジメント

資産運用全体の効率化を図るアセットマネジメント※に対し、既存の施設（ストック）を有効に活用し、改築の時
期及び費用の平準化を図る体系的な手法を示す。
※アセットマネジメントとは、資産管理のこと。事業を持続可能とするために、中長期的な視点に立ち、施設のラ
イフサイクル全体にわたって、効率的かつ効果的に、施設を管理運営する体系化された実践活動。

22 合流地区 汚水と雨水を同じ管渠で排除する地区。
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1 PDCAサイクル
P＝Plan（計画）D＝Do（実施）C＝Check（検証）A＝Action（見直し）を繰り返すことによって、管理業務を継
続的に改善していく手法。

6 ダウンサイジング コスト削減や効率化を目的として、装置やシステムなどを小型化、小規模化すること。

6 内部留保額
減価償却費などの現金支出を伴なわない支出や収益的収支における利益によって、企業内に留保される自己資金の
こと。損益ベースでは将来の運転資金として確保され、資金ベースでは資本的収支の不足額における補填財源など
に用いられる。（P9 局では資金残高と同義）

11 法定耐用年数 地方公営企業法施行規則で規定された有形固定資産の耐用年数。

15 水洗化率 下水道を供用開始した区域において、水洗便所等の設置により下水道を利用している人口（水洗化人口）割合。

19 脱炭素化
温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させること。CO2削減策としては高効率ポンプの導入による省エネルギーや
太陽光発電による再生可能エネルギーの活用がある。

20 PPP/PFI

PPP=行政と民間が連携して公共サービスの提供を行うことで、民間の創意工夫・技術力・資金を活用し、財政資
金の効率的使用や行政の効率化等を図るもの。
PFI=PFI法に基づき、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術能力を活用して行う
手法。


